
議員自主研修（○講座・視察）実績報告書 

氏名 三浦喜久夫 

議員自主研修（○講座・視察）について、下記のとおり報告します。 

１ 受講した研修 

実施機関等 早稲田大学マニフェスト研究所、ローカル・マニフェ

スト推進連盟、マニフェスト大賞実行委員会 

研修（講座）名 全国地方議会サミット 2024 

研修（講座）内容 ”非常事態への備え これからの議会” 

能登・熊本・東日本大震災の教訓から、自然災害や新

型コロナ等を含む非常事態に議会 BCP を策定し、「生

活を支える強い地域を議会がつくる」（基調講演・早稲

田大学名誉教授 北川正恭氏） 

研修（講座）期間 2024 年７月 10.11 日 

研修（講座）日程 高速バス・都内交通機関利用移動 

研修 Day1 7/10 13：00～17：30 

研修 Day2 7/11 10：00～16：00  

～終了後、帰路 

 

２ 経費の内訳 

経費の種類 内容 金額 

交通費 高速バス往路（高森～新宿）9200/2（＠4600） 

〃   復路（新宿～高森）5600-1000（〃） 

東京移動電車・バス・地下鉄等（都内）690 

 

９，８９０円 

宿泊費 東京千代田区麹町ダイヤモンドホテル宿泊代 

 

１１.１００円 

参加費 全国地方議会サミット 2024 参加費 

 

１１.０００円 

その他経費   

経費の合計額 

 

３１.９９０円 

 

３ 添付書類 

【講座】・領収書 



４成果等 

自己評価 評価項目 理由（具体的に記入） 

 ・研修内容の選定は適切であったか 

適切 ○5 ・４・３・２・１・不適切 

議会における災害対応は、大

地震の教訓を参考に知るこ

とができた。 

 ・研修の目的（学び）は達成できたか 

できた ○5 ・４・３・２・１ できなかっ

た 

防災について、いつどこにい

ても、避けられない。平時の

準備がなければ有事の対応

はできない。 

 ・事前の調査準備は十分であったか 

充分 ５・４・３・○2 ・１ 不十分 

資料等の予習もできず、行き

当たりばったりの所が多く

事前調査はしていない。 

 ・研修を通して自身の能力が向上したと思

うか 

した 5・○4 ・３・２・１ していない 

講演や実際の大地震を経験

した議会の話を直接聞くこ

とにより、地域防災だけでな

く議会・議員の行動などの防

災知識が備わった。 

 ・具体的な活用の有用性、実現性があるか 

ある ５・○4 ・３・２・１ ない 

議会災害時行動マニュアル

の見直し⇒BCP 策定につなげ

られるか。 

研修報告 

（具体的な研

修内容、事前の

企画・準備・研

修当日・事後の

振り返りを通

じて習得でき

たことや研修

成果の業務へ

の活かし方、提

案等を記入 

※別添書類に

よる提出可。た

だし、上野内容

を含むもので

あること） 

〇具体的な研修内容⇒別紙 

〇事前の企画・準備⇒なし 

〇研修当日・事後の振り返りを通じて習得で来たこと。 

・事前の備えなくして有事には何も出来ない。防災は準備が全てである。

準備すれば人災は防げる 

・非常事態にはフェーズがある。議会の防災マニュアルはフェーズごとに

必要な対応、行動指針をつくる必要性がある 

〇研修成果の業務への活かし方提案 

・災害時避難所等のトイレについて：各自携帯トイレ用意・マンホールト

イレの研究・各自治体のトイレカー配備の提案。 

・議会の災害時行動マニュアルについて、フェーズごとに必要な対応、行

動指針など、もう少し踏み込んだ行動マニュアルが必要。議会 BCP につ

いての研究も必要性を感じた。 

・有事の際、議員の安否確認、連絡体制について、訓練・検証を行い必要

あれば見直しも必要。 

・議会・議員の防災知識の習得の必要性。 



全国地方議会サミット 2024 研修レポート 

Day1 7/10 

13：10 基調講演「生活を支える強い地域を議会がつくる」 

早稲田大学名誉教授 北川正恭氏 

非常事態⇒議会はどう動くか 

1995地方分権推進法、2000一括法制定 国と地方は「対等協力」になった 

相変わらず国への忖度は続いている 

住民のため責任を持って 

今回の自治法改正は後退した法律である⇒もう一度替える必要あり 

災害時専決処分を回避する。集まらなくてもオンラインで会議できるようにする。 

執行部優先をチーム議会で、災害対策をどうするか何も起きていない時に話し合っておく。 

住民の困りごとを聞いておく。住民代表議会が参画する防災会議にする 

独居老人⇒周辺に子供らの住まいがある老人・本当に一人の老人 

※「議会はこんなもんだ」を打破する。監視機能だけではない。民意の反映。 

執行部は前年踏襲しかしていない。⇒全国議員が一堂にして唱える具体の対策をとる。 

※防災は準備が全てである。準備すれば人災は防げる。 

善政議会・ＴＴＰ 

地方議会から地方を変え、地方から国を変えることが必要 

「地震はいつか来る」ではなく「地震は必ず来る」という前提で。覚悟が必要・・・ 

13：45 パネルディスカッション「能登半島地震被災地の議会からの報告」 

●地震発災後の様子 

・輪島市議会議員・元議長 椿原正洋氏 

地震はわずか１８０秒で、生命・長い年月をかけて築いた財産を失い人生設計まで狂わせ

てしまう怖い災害 

耐震化が進んでいなかった。陸路は崩壊、海路は隆起、空路はヘリのみ、正に陸の孤島で

もあった。安否確認が遅れた。 

発災時議員も被災、行動が遅れた。１月１７日、議員全員が集合でき情報交換ができた。 

・珠洲市議会 議長 番匠雅典氏 

避難状況・被災状況・避難者数７３６１人（1/8）⇒３３９人（6/28）。議員の安否確認遅

れ。１/２６、初の議会全員協議会を開催。３月定例会Ｒ６当初予算議決。５月復興計画基

本方針 

・能登町議会 議長 金七祐太郎氏 

消防団長も兼ね、団員の安全を確保、救出活動を優先。小さな町、津波被害はゼロ。普段

の訓練。非常時は地域での活動優先。議員個人の来庁はしない。行政本部の邪魔にならな

いようにした。 

●議会活動の課題や改善について 



・行政の防災計画の中に、議会・議員の一文字も記されていない。防災 BCP計画にない。 

 議会・議員の行動指針を明確にする必要がある 

 ・被災地の支援、人が戻るためには生業の復旧復興を早める。 

市民目線とお役所目線の違い生業支援制度の不備（スナック・風営法）是正が必要。 

 ・議会として情報共有をする。復興計画に議会はどう係わっていくか。 

地域コミュニティの復活が大事 

・議員がどう活動するのか、防災計画、議会の BCPを立てる必要がある 

・議員個人の活動をどうするのか。 

コーディネーター事務総長（東京武蔵野市議会）川名ﾕｳｼﾞ氏 

14：40 セッション「震災・災害対応の経験と自治体間支援の現場から」 

14：40 講演「熊本自身の経験と自治体間支援の現場から」熊本市長 大西一史氏 

 熊本のシンボル、熊本城の復興・再建について 

 首長として、災害発生時の対応⇒議会も同様である。 

 被災３２万世帯、断水⇒トイレ問題。 

ライフラインが寸断、被災地に届かない。２Wは備えが必要。 

災害は地域防災計画を越えてくる。 

15：10 講演「能登半島地震と珠洲市の状況と対応」珠洲市長 泉谷満寿裕氏 

 前震と本震⇒珠洲市の対応 

 知事に自衛隊の派遣、ヘリで上空より確認依頼、ルートの確立⇒人命救助 

 消防・自衛隊・警察エリアを分担して被害把握、救助体制をとる。 

消防団・行政職員が集まれない、車でたどり着けない状況、車中泊などどうすることも

出来ない状況が続く。昨年５月の地震でネットワーク構築。支援団体と共に本部立ち上

げ、リエゾンなどが入り、５日朝に配送体制が整った。市役所への避難者が２００人。

初期の混乱は多くの支援で整う。 

仮設トイレの対応。全国の自治体からトイレカー。 

人的支援、技術系・事務系未だに必要。 

15：20 対談 大西一史氏×泉谷満寿裕氏 

防災計画を立ててはいたが、想定外の連続。 

公費解体、事業所の再開、液状化現象の課題。半島の先端という地形で援助が入れない。 

過去の経験から２年以内に復興しないと人口流出が起きる。 

高知市からのトイレカーはとても助かった。各自治体が１台ずつもって支援する。シス

テム化を。キャンピングカーも全国から１０数台集まり、応援職員の宿泊場所として役

立つ。 

熊本ではマンホールトイレを整備。トイレの課題は最優先。 

16：10 講演「防災ＤＸの最前線と今後の展開」国立研究開発法人防災科学技術研究所 

総合防災情報センター長 防災ＤＸ官民共創協議会理事長 臼田裕一郎氏 



防災 DX官民共創協議会、国立研究開発法人 防災科学技術研究所 300人。 

災害対応の実態⇒正しい情報が求められる。状況を把握し敏速に。 

基幹的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」 ISUT（ｱｲｻｯﾄ）情報集約支援チーム 

能登地震 16：10発災。2分後にオンラインで参集。30分後に ISUT派遣決定。 

デジタルでつなぎ合わせる。防災 DX官民共創協議会(BDX) 各自治体導入するべき。 

被災者支援３ステップ⇒ステップ１：被災者がどこにいるか・ステップ２：課題は何か 

ステップ３：支援メニューの提案 

①避難者情報総合システムの構築支援 

②避難者情報の把握と支援 

③被災者訪問アセスメントのオンライン化支援 

④被災者データベースの構築支援 

防災 DXのこれから 

①「基盤的データ」平常時に定着徹底⇒各市町村で使っているかの確認 

②情報を「インフォメーション」から「インテリジェンス」にする 

③災害派遣デジタル支援チームの組成 

フェーズによって情報が変わる。フェイク情報をどうするか。⇒自治体の理解・住民の

説明⇒平時の段階から町の説明をもとに取り込む。 

16：30 講演「災害時におけるドローン・人工衛星など最新テクノロジー活用の可能性」 

佐賀県庁・JAXA・総務省地域情報化アドバイザー 宇宙公務員 円城寺雄介氏 

「平常時にやっていないことは、非常時にいきなり出来ない」 

生活者に寄り添うドローン。宇宙技術を使って災害対応。 

観測衛星、通信衛星、測位衛星⇒「平時のデータ」が必要⇔「災害時のデータ」を比べ

る。人口衛星を使って予兆を知る。 

JAXS・・建物被害が起きていることを衛星から見る技術を使う。 

提言：弱点として「ひまわり」地球の自転２週間 

衛星を何基もそろえる（1県 1衛星）各自治体が連携する。月も使う。 

17：00 講演「東日本大震災の経験から」元総務大臣 片山義博氏 

リーダー（市町村長・知事）のあり方⇒専門的知見を持った人（片腕として動ける人：

災害対応する幹部職員）を側近に。防災対応できる人事も必要 

リーダーがパニックに陥りそうな人はＮＧ。普段から気持ちよく動いてくれる職員を育

てる。平素の準備、普段できていないことは有事には出来ない。 

防災訓練⇒意味のない訓練をしていないか？ 

原発事故。原稿通りにやっている訓練は何も役に立たない。訓練は形骸化したらダメ。 

検証と教訓。未曽有の災害⇒平時の対応が左右する。 

17：30 Day1終了 

 



Day2 7/11 

10：00 開会 

10：02 セッション「非常事態への備えと議会の対応・役割」 

    講演 法政大学総長広瀬克哉氏 

発災後の議会の重要な役割 

被害軽減・事前防災は平常時から⇒具体化しなければ理念倒れ 

自治体政策の方向性をリードする⇒議会・議員の質問である程度可能 

備えがないと非常時に実行は不可能 

平常時の課題多・・財源・人手・権限 

非常事態にはフェーズがある。フェーズごとに必要な対応は変わる 

発災期（３日間くらい）情報収集機能 

応急期（４日～１Ｗ）課題整理機能 

復旧期（１Ｗ～数か月+α）議論の場としての機能 

フェーズごと避けるべき議会の問題点 

発災期：議員個別的・散発的なハイパーアクティブ化、個別に行政現場員インプット 

応急期：やみくもに調査開始 

復旧期：市民の声集約ないままに議員の思いつき問題提起と発散的議論 

発災期から応急期の災害対策本部と議会との関係⇒ 

        ⇒行政の足を引っ張らないかつ行政に丸投げしない 

災害対策本部のオブザーバーになる：災対本部との情報共有・議員ルートで入る情報を本

部にインプット・本部に集約される情報を議員にフィードバック 

応急期から復旧期⇒非常時の自治体の中に議論の場を開いておく 

・非常時は議論が委縮しがち・・「議論している場合ではない感覚」「みんな大変だから異

論をはさむべきではない感覚 

・期待される議論の役割・・「ローカルなリスクコミュニケーションの場」「復旧、復興の

あり方」「市民ニーズの集約と整理」 

議会は「最後の頼みの綱」であろうとするか？ 

非常時にまっとうな議論の場は失われやすい 

首長の「私を信じていれば大丈夫」には陥りやすいワナがある 

議会は最後の頼みの綱になれるか⇒忖度しないかつ冷静な議論の場・市民の声、複数の専

門的知見を議論の場に引き出す 

10：30 パネルディスカッション    コーディネーター：法政大学総長 広瀬克哉

氏 

    「東日本大震災の経験をふまえた災害対応」久慈市議会議長 濱欠明宏氏 

東日本大震災・・「定例会最終日目前！」「議員との連絡が取れない！」「議員個々の活動、

被災状況がわからない！」⇒メールの活用、議会の ICT化 



・連絡体制の整備・情報の一元化、共有化・議決機関の機能維持 

⇒防災時の対応マニュアル（趣旨・災害の定義・設置基準・組織・所掌事務・議員の行動） 

議会ＢＣＰ（業務継続計画）策定⇒想定して訓練・ＩＣＴ活用・ＰＤＣＡサイクル実践 

「大規模復興と議会のあり方」陸前高田市議会議員・元議長 福田利喜氏 

議会災害対策行動マニュアル⇒初期・中期・後期 

・自ら被災した議員⇒避難所で中心的に行動 

・地域が被災した議員⇒地域に入って中心的に動く 

・地域も自分も被災しない議員⇒どうしてよいかわからない 

直後・調査・議論の場⇒災害フェーズごと対応できるＢＣＰが必要 

「住民避難・離散と自治体・議会の活動」双葉町長 伊藤史郎氏 

「原発事故」「大地震」⇒例のない「複合災害」 

復興の取り組み⇒復興に先がけ｛解除｝・なりわいづくり（農業生産と新興を図る）・公共

交通とまちづくり・除去土壌の中間貯蔵施設の受け入れ 

11：30 講演「デジタル・生成ＡＩを活かす」デジタルハリウッド大学教授 橋本大也

氏 

未来に命を吹き込むチャットＧＰＴ 

優秀な部下を持つよりも/才能に溢れたクリエイティブディレクターがいるよりも/頭脳明

晰なコンサルタントよりも/ベストなプロジェクトメンバーが揃うよりも 

これから AIを使うスキルは必要なのかもしれない 

事務的な仕事：事務・総務・人事・財務・法律 

分析的な仕事：分析・市場調査・統括管理 

創造的な仕事：創造・製品開発・マーケット 

・面倒な事務事業をラクに・・会議の要約・繰り返しの手間を省く・既存のひな型を繰り

返し業務の効率化 

13：00 セッション「議会改革の最新トレンドとトピックス 

13：00 講演「議会改革の軌跡と展望～マニフェスト選挙から２０年、その先に！～」 

大正大学 江藤俊昭氏 

13：20 パネルディスカッション「議選監査委員の活性化と議会・監査委員事務局の連

携」 

    可児市監査委員事務局長 平田裕二氏・あきる野市議会議員・元議長 子籠敏人

氏・コーディネーター：可児市議会議員・議選監査委員・元議長 川上文浩氏 

    コメンテーター：大正大学 江藤俊昭氏 

14：15 セッション「委員会代表質問を活かす」 

    講演 法政大学教授 土山希美枝氏 

    事例 甲賀市議会 副議長 田中将之氏 事例 別海町議会 議長 西原 浩氏 

15：15 講演「早稲田マニフェスト研究所 議会改革度調査から」 



早稲田マニフェスト研究所事務局長 中村健氏 

15：45 閉会 

16：00 Day2終了 

宣言文 

ローカルマニュフェスト推進連盟は、2005 年の発足以来「理論と実践」を追求して参

りました。特に近年は、地方議員のなり手不足や地域コミュニティの維持の問題、自然災

害やウィルス被害による経済の衰退、ＡＩ技術のさらなる進展や価値観の一層の多様化に

よる社会常識の変化等々、地域を取り巻く環境は急速に変化しており、地域経営に向けた

課題が顕在化しています。 

2024年 7月、全国地方議会サミットに参加した私たちは、あらためて地方自治が新た

なステージに入ったことを認識し、二元代表の一役を担う議会として、理論だけでなく、

次のような具体的な行動が重要であると確認し合いました。 

全国地方議会サミット 2024参加者一同として以下のことを宣言し、行動します。 

・今後、高い確率で予測されている南海東南海地震、首都直下型地震、富士山噴火等々を

はじめ、あらゆる災害に対して実効性の高い「議会 BCP」の確立と訓練を実施する。 

・災害時に活用できるデジタル技術を議会に積極的に取り入れる。 

・災害への備えは議会が主導し住民自治や災害対応への政策を研究し提言する。 

・災害時の備えとして、市区町村に１台の「トイレカー」を配備するよう議会から行政に

提案する。 

・リアルな対話に加え、ＩＣＴやＳＮＳ等様々な手法を用いて住民意見を集約する。 

・合議体として議論を尽くし最善の意思決定を行う仕組みを議会内に構築する。 

・住民の多様な価値観や少数意見を排除せず、議論を尽くし、新しい価値観を創造する。 

・あらゆるハラスメントに対して厳正に対処する。 

・持続可能な地域を創出するため地域課題の本質を探究し課題解決の政策立案に取り組む。 

・地方議会間の交流や意見交換を活発に行い、議会（議員）が互いに研鑽を重ね、善政競

争を促して、地方議会から地域を変え日本を変える志を持って活動する。 

 


